
15年 16年 17年 18年 19年 計

①新たな政
策推進

1 ・新しい行政課題への対応 16

②人口増
加促進策

2 16

3 ・部等への権限委譲 16 -

4 ・市民との協働参画等についてルール化する 17 -

5 ・水道企業団への委託 16 -

250 250 250 250 1,000

6 ・運転業務を非常勤職員で対応 16 14 28 42 42 126

7 ・複数の校務技能員配置校（６校）の１名を非常勤化 16 21 28 28 35 112

8 ・分館の業務を非常勤職員化 17 5 5 5 15

・利根山光人記念美術館

・江釣子史跡ｾﾝﾀｰ、・江釣子民俗資料館

10
・岩崎診療所、横川目診療所の運営を改善し、一
般会計からの繰り入れを圧縮する

17 13.3 13.3 13.3 40

・煤孫、藤根出張所の廃止

・飯豊～鬼柳8出張所の廃止

12 ・江釣子児童館の廃止 17 3.3 3.3 3.3 10

・宅地開発事業の民間活用

・口内地区住宅団地造成事業の休止

14 ・水道部の契約事務と検査事務を契約検査課に移行 16 9 9 9 9 36

15 ・全職員への作業服貸与を廃止（現業職員等を除く） 16 0.5 0.5 0.5 0.5 2

16 ・水道料金のコンビニエンスストア収納 17 ( - )

・民間での主催がふさわしいイベントを順次移管

・イベントの開催を隔年で開催し、充実化を図る

18 ・幼稚園と保育園の一元化を推進する 17 -

19 ・西部学校給食センターの調理業務を民間委託 16 24 24 24 24 96

20 ・運転業務を民間に委託 16 -

21 ・鬼柳保育園の民設民営化 17 14 14 14 42

22 ・ＮＰО等又は非常勤職員化 17 7 7 7 21

・排水地、ポンプ場、調整池等の維持管理業務の
委託

・配水管、給水管の緊急対応維持管理業務の委託

1

勤労青少年ホームの民間委
託

（水道の維持管理業務の効
率化）

116

2.5

新たな政策推進枠

冬期間利用が少ない施設の
休館

国保直営診療所の運営改善

イベント開催の隔年開催

水道業務の委託研究（企画
管理部門を除く）

学校給食調理業務の民間委
託

運転業務の民間委託

保育園の民設民営化

児童館の廃止

16

17 3.3

1016

16 (6）

2.5

1

3.3

-

4

10

1

3.3

2.5 2.5

実施
年度

効果額（単位：百万円）

出張所の廃止

250 250 250 250 1,000

実施項目 ＮＯ改革項目

③分権時
代にふさわ
しい行政執
行システム
の確立

(1)新たな政
策課題の推
進

（提案を取りまとめた上で
別途検討）

運転業務の非常勤職員化

校務技能員の一部非常勤職
員化

和賀、江釣子図書館の非常
勤職員化

宅地団地造成事業の民間活
用

契約・検査事務の一本化

被服貸与の廃止

（収納方式の拡大サービ
ス）

幼稚園・保育園の一元化

②民間委
託等の推
進

23

17

13

（別紙）　改革プラン

11

9

①事務事
業の整理
合理化

(2)事務事業
の見直し

　　　　　(1) 新 た な 政 策 課 題 の 推 進 の 合 計

改革案 説明

部等のマネージメント機能
の強化

まちづくり条例の制定
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24 ・給与比例分を1.7/1000を1.5/1000に改正 16 0.75 0.75 0.75 0.75 3

25 ・国の補助基本額の2/3助成 17 92 92

26 ・水田農業推進協議会を設置したことによる廃止 16 2.5 2.5 2.5 2.5 10

27 ・補助の上限及び補助率の引き下げ 16 5.75 5.75 5.75 5.75 23

28
・公民館単位の地域に置かれている各種組織に交
付されている補助金等を一本化

16 -

29 ・団体運営費補助等の一律削減（５％～10％） 16 18 18 18 18 72

0 99 258 180 187 724

・学校給食ｾﾝﾀｰの統合に伴い事務を統合し、所長
と事務職を西部給食センターに配置し、他の３ｾﾝ
ﾀｰには補佐職を配置

16 9 9 9 9 36

・環境課に自然保護係を新設し、観光物産課、農
地林務課に分散している自然保護事務の一元化を
図る

16 -

・勤労青少年ホームに少年センターを設置し、青
少年の健全育成を推進

17 -

31 ・別紙組織機構図のとおり 16 -

32
・地域の特性を活かした活動を推進するため、公
民館の管理運営を地域に委ねる

17 46 46 46 138

33 ・法人化に向けて関係機関と協議を進める 19 -

34 ・導入に向け調査研究 18 -

0 9 55 55 55 174

①出資等
法人の統
廃合

35
・㈱北上ケーブルテレビ、㈱和賀有線テレビの統
合

19 -

②第三セク
ターの経営
改善

36 ・ＮТТ回線からＣＡТＶ回線に切り替え 15 -

0 0 0 0 0 0

37 ・現行制度を当分の間据え置く 16 -

38 ・人件費を抑制する 16 108 115 149 266 638

39 ・自立の目途が立った団体から順次引き上げる 16 -

40 ・現場での専門性の向上を図る 17 -

41 ・専門職員を採用し、現場の充実を図る 16 -

42
・制度を導入し、適正な評価に基づく昇任、昇格
基準を明確化していく

17 -

43
・職員の意欲を喚起するため、特定ポストへの応
募制を実施する

17 -

③給与の
適正化 44 ・管理職手当を20％削減する 16 11.25 11.25 11.25 11.25 45

ケーブルテレビ会社（第三
セクター）2社の統合

退職勧奨の推進

職員互助会交付金の引き下
げ

ケーブルテレビ回線を活用
した行政情報提供

事務事業の一元化

補助金の削減

文学館管理運営団体の法人
化

グループ制、職員提案制度
の導入

部、課等の再編

地区公民館の地域による管
理運営化

                (3) 組 織 機 構 の 簡 素 合 理 化 の 合 計

各種地域交付金の総合化
（地域総合補助金の創設）

人事評価制度の導入

特定ポストへの応募制の実
施

(4)外郭団体
の見直し

(5)定員管理・
給与の適正
化

①定員管
理の適正
化

②人事管
理の改革

                (4) 外  郭  団  体  の  見  直  し  の  合  計

職員の削減

外郭団体派遣職員の引上げ

総合職・専門職の選択実施

職員採用のコース化、専門
化

管理職手当の引き下げ

30

①組織の
スリム化

②組織の
効率化・機
動化

(3)組織機構
の簡素合理
化

　　　　　　　　　(2) 事  務  事  業  の  見  直  し  の  合  計 

③補助金
等の整理
合理化

(2)事務事業
の見直し

老人福祉施設整備費等の助
成率の引き下げ

農業振興推進協議会負担
金、補助金の削減

医療機器施設整備事業費補
助金の補助率の引き下げ
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45
・幼稚園教員手当、勤労青少年ホーム勤務手当を
廃止する。他の手当については、人勧の動向をみ
ながら検討する

16 0.5 0.5 0.5 0.5 2

46
・ノー残業デーの拡充により、前年時間外勤務総
時間の20％を削減する

16 40 40 40 40 160

47 ・段階的に実施 16 0.7 2.0 2.3 5

48 ・給料1.07％引き下げ、各種手当の引き下げ 15 100 100 100 100 100 500

100 260 267 303 420 1,350

49 ・外部から専門職員として採用 17 -

50 ・民間派遣の拡充 16 -

②人を育て
る人事管理
と職場づく
り

51
・特定課題業務の従事に職員の応募制を取り入
れ、職員の意欲を喚起する

16 -

0 0 0 0 0 0

52 ・各種様式の電子化 16 0.25 0.25 0.25 0.25 1

53 ・電算システム開発、変更のマニュアル化 16 -

54 ・書類等の提出をＦＤ、ＣＤにする 16 -

55 ・情報サービスの拡大 16 -

56 ・届出様式をオンライン化し受付を実施 16 -

③個人情
報保護とセ
キュリ
ティーの確
保

57
・個人情報保護条例及びセキュリティーポリシー
の制定

15 -

0 0.25 0.25 0.25 0.25 1

①行政の
役割の見
直し

58 ・民間等で実施可能な事業の協働 17 -

59 ・協働事業のルールを確立し推進する 17 -

60
・職員も地域の一員として積極的にボランティア
に参加

16 0.5 0.5 0.5 0.5 2

61 ・バス対策の一環として有料とする 16 3 3 3 3 12

0 3.5 3.5 3.5 3.5 14

62 ・地域計画の実施方法を検討した実施計画を策定 16 -

63 ・事業計画の見直し、実施年度の繰り延べ 16 -

64 ・数値目標の設定に基づく事業選択 17 -

②公共工
事コスト縮
減

65 ・適正な入札制度の推進 17 -

66
・市民プール６箇所（展勝地プールを除く）を廃
止

17 2 4 5 11

67 ・ナイター営業の廃止 16 2.25 2.25 2.25 2.25 9

                 (7) О  Ａ  化  等  事  務  改  善  の  合  計

市民との協働事業に係るガ
イドライン策定及び推進

患者輸送業務のコミュニ
ティバス化

地域計画実施計画策定

総合計画実施計画の調整

市メールマガジンの発行

各種届出のオンライン受付

特殊勤務手当の一部廃止

時間外勤務手当の削減

55歳昇級停止の実施

職員給与の引き下げ（人
勧）

個人情報保護規定の整備

地域、ＮＰО、民間業者と
の協働の推進

職員のボランティア参加の
推進

                 (6)  人  材  育  成  の  推  進  の  合  計

①ＩＴを
活用した
事務の効
率化 電算システム管理の体制整

備

工事関係書類の電子データ
管理

即実践型の外部専門職員の
登用

具体的な数値目標の設定

②市民と
のパート
ナーシッ
プ

(8)公的関与
と市民との協
働

①総合計
画（事業
計画）の
調整

(9)健全な財
政運営

③経費の
節減合理
化

　　　　　　　　　(8) 公 的 関 与 と 市 民 と の 協 働 の 合 計

入札制度の見直し

老朽化施設の廃止

和賀スキー場の管理経費の
縮減

②行政情
報のサー
ビス拡大

(7)ОＡ化等
事務改善 ペーパーレス化の推進

(5)定員管
理・給与の
適正化

③給与の
適正化

                 (5) 定 員 管 理 ・ 給 与 の 適 正 化 の 合 計

①職員の
能力開発
及び意識
改革

(6)人材育成
の推進

職員研修制度の充実

特定課題業務に係る応募制
の実施
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42
・臨時職員の任用を抑制し、必要な場合は非常勤
職員とする

16 20 20 20 20 80

69 ・県内日当の廃止、グリーン車料金の廃止 16 5 5 5 5 20

70 ・芝生管理業務の民間団体への移管 17 10 10 10 30

・検診業務委託先の検討、単価の引き下げ

・骨粗鬆症予防検診事業の見直し

・歯科訪問審査事業業務委託の見直し

72 ・各種刊行物の広報への一本化 16 3 3 3 3 12

73
・補助事業による自治公民館的施設の地元への移
管

17 10 10 10 30

74 ・公用車の集中管理を促進する 16 1.25 1.25 1.25 1.25 5

75 ・経常経費を３～10％削減 16 160 160 160 160 640

76 ・15年度決算見込 16 400 400

77 ・月額5,500円⇒5,900円 17 1.66 1.66 1.66 5

78 ・民間企業等への学習室の使用許可 16 0.5 0.5 0.5 0.5 2

79 ・バス⇒2,000円、自家用車⇒500円 16 13 13 13 13 52

80 ・家屋の実態調査の実施 16 15.5 31.0 46.5 93

81 ・広告代理店との一括契約による広告料収入 16 4 4 4 4 16

82 ・下水道と農業集落排水使用料の料金体系の統一 16 -

83 ・ごみ袋の値上げ等によりごみ対策を推進 17 -

84 ・滞納額の縮減を図る 16 75 75 75 75 300

691.3 330.4 347.9 364.4 1,734

・生涯学習推進協議会の廃止

・高齢化対策連絡会議の廃止

86 ・20年改選に向けあり方を検討していく 19 -

87 ・改革期間内の海外視察の凍結 16 1.25 1.25 1.25 1.25 5

88 ・３泊４日⇒２泊３日 16 1.25 1.25 1.25 1.25 5

3.5 3.5 3.5 3.5 14

100 1,066 918 893 1,034 4,011

②研修補
助金等の
適正化

(10)議会及
び各種委員
会等

                                (10) 議会及び各種委員会等の合計

各種検診事業等の縮減

市発行物の一元化

行政視察日数の短縮

広報紙への有料広告の解禁

下水道使用料の統一化

改 革 プ ラ ン に よ る 効 果 額 の 合 計

297.25 7.25

1 4

7.25 7.25

1 116 1

16

85

①報酬等
の適正化

収納体制の強化

各種委員会の整理統合及び
廃止

議員定数と報酬のあり方を
検討

市議会議長会主催の海外行
政産業視察を凍結

生涯学習センター使用許可
の拡大

さくらまつり開催時の駐車
場有料化

公的施設を地域の管理に移
管

公用車の集中管理

経常経費の削減

市債管理基金への積戻し

幼稚園保育料の引上げ

固定資産現況確認調査の実
施

ごみの減量化の推進

旅費規程の改正

総合運動公園の芝生管理経
費の縮減

臨時職員の雇用抑制

                                (9) 健 全 な 財 政 運 営 の 合 計

71

③経費の
節減合理
化

④適正な収
入確保

(9)健全な財
政運営
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